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ビス法（Financial Services Act １９８６）が制定され，さらに２０００年には２０００年金融サービス市場法




















































       ３ 以下の記述の前半部分については，植田［１９９３］，伊藤［１９９５］に負うところが多い。
部門に優秀な人材を配置したり，退職後の有利な再就職先を提供するなどして当局との関連を強
化していった。
３．　１９９０年代における大蔵省・金融業界のスキャンダルと制度改革
　監督当局が免許制や通達・行政指導・行政処分によって金融機関を監督・罰則する仕組みは，
金融機関に監督当局の意向に従って行動するという誘因を生み出す。また，監督規制当局が金融
機関にレントの確保の機会を与える力を有するならば，監督規制当局と金融業界との癒着問題を
も生じさせる。そして，そうした事件が社会的な問題になると市場規律が生じ，ルールの明確化
や公正な判定の仕組みが導入されるほか，自主規制の強化などが図られる。
　１９９１年，大口顧客への損失補填スキャンダルが明るみになり，社会的にも問題となった。行政
当局が証券業者を日々指導・監督する一方で，ルール違反を犯した場合には摘発・処分も行うと
いう仕組みは，コーチと審判が同一人となって不公正だと言うのである（大崎［１９９１］）。これを
受けて，１９９２年，証券取引法が改正され，証券会社等の損失保証，損失補填等が禁止された。さ
らに，同年，大蔵証券局から独立した証券取引等監視委員会の設置，証券業協会や証券取引所の
自主規制機関の機能強化，店頭売買有価証券に係わる不公正取引規制の整備などについての改正
が行われるとともに，口頭指導の原則的廃止など，通達等の整理・合理化が進められた（中村
［１９９７］）。
　１９９５年には，大和銀行ニューヨーク支店のディーラーによる損失事件が，損失隠蔽スキャンダ
ルに発展し，大蔵省は邦銀の海外支店に対する監督能力を問われた（戸矢［２００３］）。またこの時
期，日本の銀行が某大な不良債権を抱えていることが明らかになり，住専，銀行，農協に多額の
公的資金が導入されたが，それについては，国民の怒りを巻き起こした。特に，住専問題では，
退官した大蔵官僚が住専の経営者として天下りをしていたことに加え，大蔵省が先送り政策を行っ
ていたためにより多くの損失が生じることになったとして，大蔵省は批判された（戸矢［２００３］）。
その批判は，大蔵省の機構改革をめざす動きへとつながり，大蔵省改革論議では，金融機関に対
する許認可権限と検査・監督権限を分離するなどの議論がなされた（大崎［２００１］）。
　１９９８年には，大蔵省の過剰接待問題が明らかになり職員の逮捕者まで出た。商品認可や金融自
由化にからむ情報収集において職員が金融業界に便宜を図る一方で，大手の銀行や証券会社が過
剰な接待を行っていたことが明らかになったのである。日経新聞（１９９８年３月６日）では，「銀
行や証券会社の新商品がすべて大蔵省の承認を必要とし，それが担当者の「さじ加減」で決まる
という裁量行政が，過剰な接待を生む構造的な問題になっている」と指摘した。
　一貫性のない破綻処理政策に加え，過剰接待などの一連のスキャンダルが明らかになったこと
で，１９９８年６月，大蔵省の銀行局，証券局は廃止され，その役割は総理府の外局である金融監督
庁へと移された。その後，金融監督庁の上部機関として，金融再生委員会が設けられたほか，２０００
年には，大蔵省金融企画局と金融監督庁の組織・機能が統合されて金融庁が発足した。２００１年に
は，中央省庁再編に伴い，金融庁は内閣府の外局となった。
　大崎によれば［２００１］，業態別編成の大蔵省時代には，検査・監督や不正摘発の機能が低くみ
られがちであったが，金融庁の組織は，コーチ・審判分離論や検査・監督分離論を踏まえて，企
画，監督，検査を担う局と証券取引等監視委員会とが並列する形となっており，大蔵省時代とは
異なると述べている（図２－１）。
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お　わ　り　に
　日本の金融機関の形式的な行動や不確実なことに対する消極的な姿勢は，大蔵省による行政指
導・行政処分などが強化された時期，証券業においては１９５０年代後半，銀行業においては１９２０年
代後半から長年にわたって形成されてきたものである。しかし，１９９０年代後半から２０００年代初頭
において制度改革が行われたことにより，監督規制体系は大きく変化した。検査・監督権限は，
金融庁へと移管され，また，官僚の接待についても厳しく禁止されることにより，上記に見たよ
うな監督規制当局と金融機関の癒着の問題は，以前に比べて生じにくくなった。証券取引等監視
委員会も設置されている。さらに，金融商品取引法が制定され，ルールが法に示されることによっ
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１９９２年以前の監督体制
（出所：大崎［２００１］，金融庁資料）
２００１年以降の監督体制
（出所：金融庁「金融庁の１年（平成１２事務年度版）」）
htp://www.fsa.go.jp/news/newsj/kinyu/f-20010702-3c./211-213.pdf
図２－１　１９９２年以前と２００１年以降の監督体制
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て，監督規制当局の裁量の余地は小さくなった。しかしながら，検査・監督権限が大蔵省から金
融庁へと移管されたとしても，監督機関が国の行政機関であることに変わりはない。また，ルー
ルの解釈の仕方については，現在も，金融庁が主に実権を握っており，その意味においては，従
来の監督規制体系の延長線上にあると言える。しかも，大蔵省の時代とは異なり，検査・監督や
不正摘発の機能は強化されている。この場合，金融機関が金融庁の意向に従って行動するという
ことは，合理的な行動であり，このため形式的な行動は変わらない可能性が高い。しかしそうで
あれば，監督規制当局が，その有する権力をもって，金融機関を金融庁ではなく，金融機関の顧
客に向かせるような仕組み・誘因を配置することが必要であろう。またその場合，金融庁がそう
した行動を取るような仕組み・誘因を配置することも必要である。こうした仕組みや誘因配置に
ついては，英国の監督規制体系から多くを学べそうである。どのような仕組み・誘因を配置すれ
ば，そうしたことが機能するのかは，今後の研究課題としたい。
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